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当社は、2024年3月7日に受けた公正取引委員会による下
請代金支払遅延等防止法（以下、「下請法」という。）に基づく

勧告を踏まえ、2025年3月5日に公正取引委員会に対し、改
善報告書を提出しました。

当社は、公正取引委員会からの上記の勧告および指導を大

変重く受け止め、社内遵法管理体制の整備および社内遵法

意識と知識の向上を目的としたさまざまな取り組みを進め

てまいりました。

社内遵法管理体制の整備として、下請法に係わる法令所管

部署の設置による内部統制の強化、取引先からの相談・通報

を受け付ける社外窓口の設置、取引先の声を積極的に拾い

上げるための社長直下のパートナーシップ改革推進室の設

置など、全社の仕組みや体制を見直し、強化しました。また、

一般従業員および購買担当者を対象とした継続的な下請法

教育やイベントを実施することで、再発防止の徹底および社

内遵法意識と知識の向上に取り組んでまいりました。今後

も、取引先との信頼の回復に努め、公正かつ適正な取引を進

めてまいります。

上記を踏まえて、日産は、人々の生活を豊かにするため、信頼

される企業として、独自性に溢れ、革新的なクルマやサービ

スを創造し、その目に見える優れた価値をすべてのステーク

ホルダーに提供すべく、コーポレートガバナンス*1の向上を
経営に関する最重要課題のひとつとして取り組んでいます。

気候変動に伴うリスクと機会への対応をはじめ、社会からの

*1　「コーポレートガバナンスガイドライン」はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/GOVERNANCE/ASSETS/PDF/Guidelines_JP.pdf
*2　「グローバル行動規範」はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/ASSETS/PDF/NISSAN_GCC_J.pdf

要請や社会的責任を常に意識しながら事業活動を展開し、事

業の持続的な成長とともに持続可能な社会の発展に貢献し

ていきます。

また、日産が持続可能な企業であるためには、高い倫理観と

透明性、また強固な基盤を備えた体制が不可欠です。

そしてその取り組みを主体的に情報開示することが求められ

ています。日産の事業はグローバルに拡大し、各地域で多様

なステークホルダーと活動していますが、すべてのステークホ

ルダーから信頼され続ける企業であるためには、すべての従

業員が高い倫理観を持ってコンプライアンス（法令遵守）を実

践しなければなりません。日産では2001年に「グローバル行
動規範」*2を定めて、日産グループ全社で徹底しています。
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内部統制システムの基本理念

日産は、優れた価値をすべてのステークホルダーに提供する

ことを目指し、その基盤となる健全なガバナンス体制を構築

すべく、さまざまな取り組みを行っています。この基本理念の

もと、取締役会では、会社法に定める内部統制システム*1お
よびその基本方針を決議しました。取締役会はその責任にお

いて、体制と方針の実行状況を継続的に注視するとともに、

必要に応じて変更・改善を行っています。2007年に設立さ
れた内部統制委員会の議長はCEOが務め、取締役会の監督
下に置かれます。すべての執行役、執行役員およびその統括

下の各部署、また関連会社は、議長の指揮下で連携し合い、

内部統制システムのさらなる改善に努めます。

*1　内部統制システムに関する詳細は2024年度有価証券報告書（P57-61）をご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/IR/LIBRARY/FR/2024/ASSETS/PDF/fr2024.pdf#page=60
*2　日産は「3つのディフェンスライン」を構築し運営することで、内部統制を効果的、効率的に機能させていきます。
*3　全社統制
*4　R＆D：研究開発　　*5　MFG：製造　　*6　CNTRL：管理　　*7　DOA：権限移譲
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ます。
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Plan

Check

DoAct

Plan

Check

DoAct

Plan

Check

DoAct

Plan

Check

DoAct

https://www.nissan-global.com/JP/IR/LIBRARY/FR/2024/ASSETS/PDF/fr2024.pdf#page=60

	ボタン5: 
	Page 2: 

	ボタン6: 
	Page 2: 

	ボタン7: 
	Page 2: 



